
2026年8月26日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年8月26日 26a00399000000
ラ オス国スタ ジアムを中心と し たまち
づく り ・ エリ アマネジメ ント 能力強化
プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本案件は、 業務管理グループかつ若手加点の対象と なる予定でし ょ う か。
それと も 、 若手加点はなく 、 提案書の2章において、 『 業務主任者を含む業務実施体制全体にお
いて、 どのよう な人材活用の考え方の下で業務を遂行するのかについて提案を求める。 』 こ と
を想定さ れていますでし ょ う か。

本案件については、 新し い発想や柔軟な視点が求めら れるこ と から 、 業務管理グループを構成
し 、 若手育成加点の対象と する方針です。
一方で、 多様な関係者と の合意形成が不可欠であるため、 こ れを遂行するための豊富な経験を有
する人材と 若手人材が連携する体制を重視し ます。

2026年6月23日

2026年8月26日 26a00529000000
ケニア国公共財政・調達・税制制度の
ODA事業への影響分析に係る情報収集・
確認調査

アフリカ部東部アフリカ課
本調査において、公共財政管理、公共調達、税制の3分野を横断的に整理する際、貴機構として
特に優先的に確認を期待する論点があれば、ご教示いただけますでしょうか。

調査実施の留意事項と し て、 ３ 分野間での優先項目はあり ませんが、 法令レビュ ーと 運用実態の
双方を重視し た分析を期待し ます。 詳細は入札説明書第２ 章第３ 条（ １ ） の記載をご参照下さ
い。

2026年8月24日

2026年8月26日 26a00529000000
ケニア国公共財政・調達・税制制度の
ODA事業への影響分析に係る情報収集・
確認調査

アフリカ部東部アフリカ課
関係省庁・機関へのヒアリング対象について、現時点で想定されている主要機関があればご教
示いただけますでしょうか。

入札説明書第２ 章第２ 条の記載をご参照下さ い。 2026年8月24日

2026年8月26日 26a00529000000
ケニア国公共財政・調達・税制制度の
ODA事業への影響分析に係る情報収集・
確認調査

アフリカ部東部アフリカ課
成果品について、今後のJICA事業での活用を念頭に置き、どのような内容・構成を期待されて
いるか、現時点のお考えがあればご教示いただけますでしょうか。

入札説明書第２ 章内の別紙１ 　 報告書目次案の記載をご参照下さ い。 2026年8月24日

2026年8月26日 26a00529000000
ケニア国公共財政・調達・税制制度の
ODA事業への影響分析に係る情報収集・
確認調査

アフリカ部東部アフリカ課
国際機関へのヒアリングについて、いずれもケニアの現地事務所へのヒアリングが前提となる
理解でよろしいでしょうか。本部へのヒアリングが必要となる国際機関の想定があればご教示
いただけますでしょうか。

ご理解の通り です。 詳細は入札説明書第２ 章第２ 条の記載をご参照下さ い。 2026年8月24日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育
改善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロ
ジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
「 人月合計」 の量に比し て、 調達件名に（ 一般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサム型）
や（ QCBS-ラ ンプサム型） と いっ た記載があり ませんが、 企画競争案件と の理解でよろ し いので
し ょ う か。

企画競争を想定し ていますが、 公示の際に配布する公示資料をご確認願います。 2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育
改善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロ
ジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
特に安全管理の面で前広な準備を要する場合があり ますので、 パイ ロッ ト 活動実施の対象地域
（ 州・ 県など） が決まっ ていまし たら ご教示く ださ い。

 シンド 州・ ジャ ムショ ロ（ Jamshor o） でのパイ ロッ ト 活動の実施を想定し ていますが、 公示後
に企画競争説明書等をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育
改善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロ
ジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

2022年～2026年に実施さ れたGRACEも 学校運営委員会を活用し て就学継続促進につと めるなど、
コ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの要素を多分に含む案件であっ たにも かかわら ず、 同
ク ラ スタ ーの適用可能性を本調査で改めて検証するこ と の必要性は、 どのよう なも のがあるの
でし ょ う か。

 GRACEは就学継続に重点を置かれまし たが、 本プロジェ ク ト 研究では適時・ 適切な就学促進及び
就学におけるジェ ンダー格差の是正を含めてコ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの適用を検
討するこ と を考えています。 また、 GRACEのモデルはパイ ロッ ト 対象校に就学継続に向けた前向
き な影響をも たら し まし たが、 学校運営委員会の機能やモデルの普及コ スト 、 持続性等の面で改
善の余地があると 考えています。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育
改善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロ
ジェ ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

プレ公示では、 GRACE及びみんなの学校プロジェ ク ト の成果・ 教訓をも と に介入策を設計・ 試行
すると 記載さ れていますが、 同じ く パキスタ ンで実施さ れ、 コ ミ ュ ニティ と の協働も 活発な
AQAL等ノ ンフ ォ ーマル教育関連事業の実績を踏まえるこ と は、 想定さ れていないのでし ょ う
か。

 本プロジェ ク ト 研究では、 パキスタ ンにおけるオルタ ナティ ブ教育推進プロジェ ク ト （ AQAL）
の成果も ふまえるこ と を想定し ています。 また、 本プロジェ ク ト 研究は公立小学校を主な対象と
するも のの、 オルタ ナティ ブ教育（ ノ ンフ ォ ーマル教育） と の連携の検討も 想定し ており ます
が、 それら の点について公示後に企画競争説明書等をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00602000000

全世界港湾分野における協力戦略策定
及びデジタ ル化・ サイ バーセキュ リ
ティ に関する情報収集・ 確認調査
（ QCBSーラ ンプサム型）

社会基盤部運輸交通グループ 本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい

背景および目的につき まし ては、 プレ公示に記載のと おり です。
また、 想定する成果（ 出口） についても 、 プレ公示に記載し ており ます以下の内容を想定し てい
ます。
• 港湾類型ごと の日本の港湾協力の方向性の整理
• 具体的な港湾を対象と し た協力候補案件の検討（ 2港程度）
上記のう ち、 「 港湾類型ごと の日本の港湾協力の方向性」 について補足いたし ますと 、 まず、
「 港湾の整備・ 運営主体（ 官・ 民） 」 や「 寄港船舶の規模」 等の観点から 港湾を類型化し 、 それ
ぞれの類型に求めら れるODAによる港湾協力の内容について整理するこ と を想定し ています。 そ
の上で、 デジタ ル化やサイ バーセキュ リ ティ についても 、 協力アプローチの１ つと し て検討し ま
す。 なお、 検討においては、 各類型の港湾が抱えるニーズに加え、 日本の成長戦略や経済安全保
障上の視点も 踏まえながら 、 今後の協力の方向性を検討・ 整理するこ と を想定し ています。

2026年8月3日

2026年8月26日 26a00611000000
イラク国初等教育セクターに係る情報収
集・確認調査

中東・ 欧州部中東第二課

宿泊単価等の記載から、本件は一定程度の現地渡航を前提とした業務であると理解しております。
一方、外務省危険情報において、現時点ではイラク全土がレベル4「退避してください。渡航は止めてく
ださい」とされております。
本公示後に詳細条件が示されるものと承知しておりますが、渡航可否に係る内部確認・承認手続き、
保険条件の確認、ならびに必要な安全対策措置の検討・準備には相応の時間を要するため、現時点
での想定について、可能な範囲でご教示いただけますと幸甚です。

現時点では、JICAの安全対策措置においてもイラクへの渡航は禁止となっております。今後、情勢が好
転し、同措置が緩和される場合には、安全対策措置に基づき、渡航可能な地域における邦人渡航を含
めた業務を想定しています。一方で、現地の治安状況によっては、適宜、ローカルコンサルタント（現地
傭人）の活用を想定しています。

2026年8月25日

2026年8月26日 26a00611000000
イラク国初等教育セクターに係る情報収
集・確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
本件は、外務省危険情報がレベル4の状況においても現地業務を実施する想定でしょうか。あるいは、
危険情報の見直し・引き下げ後の渡航を念頭に置いた業務でしょうか。

現状、イラク全土において邦人渡航は禁止となっていますが、危険情報の見直し、引き下げが行われた
場合には、邦人渡航を含めた業務の実施を想定しています。

2026年8月25日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年8月26日 26a00611000000
イラク国初等教育セクターに係る情報収
集・確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
仮にレベル4の状況下で現地業務を実施する可能性がある場合、貴機構として想定されている安全管
理上の措置、宿泊・移動・警備等に係る手配・条件、ならびに受注者側で講じるべき安全対策につい
て、現時点で共有可能な情報があればご教示ください。

邦人渡航の可否は、都度最新のJICA安全対策措置に基づき決定されます。邦人渡航が可能となった場
合の安全管理措置については、企画競争説明書に記載のとおりです。なお、宿泊先はJICAが承認した
施設を利用することとしており、現地警備会社についてもイラク政府の認可を受けた会社を利用すること
を条件としています。詳細は企画競争説明書をご確認ください。

2026年8月25日

2026年8月26日 26a00611000000
イラク国初等教育セクターに係る情報収
集・確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
応札者側の内部規程、 保険条件、 または治安情勢等により 日本人専門家の現地渡航が困難な場
合、 遠隔調査、 現地再委託、 第三国協議等を組み合わせた実施方法を提案するこ と は可能で
し ょ う か。

現地の治安状況等により邦人渡航が困難な場合には、ローカルコンサルタント（現地傭人）の活用等に
よる業務実施を想定していますが、本業務は、JICA安全対策措置の緩和により邦人渡航が可能となる
場合には、邦人の渡航による業務実施を行っていただくことを想定しております。その上で、企画競争説
明書に記載の範囲内で実施方法をご提案いただくことは可能です。

2026年8月25日

2026年8月26日 26a00611000000
イ ラ ク 国初等教育セク タ ーに係る情報
収集・ 確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
現在、 外務省の危険情報ではイ ラ ク 全土がレベル4と なっ ていますが、 本案件は日本人専門家の
現地渡航を前提と し ているのでし ょ う か。 それと も 、 当面はオンラ イ ンや現地人材の活用を基
本と し た実施を想定さ れているのでし ょ う か。

今後情勢が好転し 、 JI CA安全対策措置が緩和さ れた場合は、 安全対策措置に基づき 渡航可能な地
域での邦人による現地調査も 検討でき ればと 考えています。 ただし 、 渡航禁止の状況が続いた場
合は、 オンラ イ ンの活用や、 必要に応じ て、 現地再委託やローカ ルコ ンサルタ ント を活用するこ
と を想定し ています。 その際は、 安全面の確保を重要視し ます。

また、 現状では、 机上での調査に加え、 オンラ イ ンでの調査を想定し ていますが、 現地への渡航
が可能と なっ た場合には、 実証調査など対面での実施が必要なを加えるこ と を想定し ています。

2026年7月28日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

活動の展開方法と し て、 対象4か国のう ち比較的メ ンタ ー制度の整備が進んでいるセルビアを中
心にカ リ キュ ラ ム開発等を実施し 、 その成果を周辺国へ展開するこ と を想定し ているか。 ま
た、 メ ンタ リ ングサービス提供体制の安定化に係るフ ォ ローアッ プについても 、 セルビアのリ
ソ ースの活用を想定し ているか。

これまでの協力を通じて蓄積されたリソースや知見、実施体制等を踏まえると、新たな取組をセルビアで
開発し、周辺国へ展開していくアプローチが効果的かつ効率的であると考えられる。また、周辺国におけ
るフォローアップ活動についても、セルビアのリソースを活用することが効果的な場合には、その活用を
想定する。
一方で、本業務は必ずしもセルビアを活動拠点とする実施体制を推奨するものではない。活動全体の効
率性や各対象国との関係性等を総合的に勘案し、最適な活動計画を提案することが望まれる。

2026年8月19日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

カ リ キュ ラ ムの改訂・ 開発における日本の中小企業支援の知見と はGX・ DXに限定し たも のでは
なく 、 中小企業支援全般に係る知見と いう 理解で正し いでし ょ う か。

ご理解の通りです。①中小企業支援、②GX・DXそれぞれの内容に関するカリキュラム改訂・開発という
意図です。

2026年8月21日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

EU加盟を見据えたGX・ DXへの対応と は、 国の制度と し てEU加盟のための条件を整備する、 ある
いは、 支援する企業がEU加盟のために必要な条件を満たすよう 支援する、 それと も 、 経営改善
の一つの手法と し てEU標準のGX・ DXを紹介する、 と いう 意味なのでし ょ う か。

各国がEU加盟を目指す中、企業にとってもEUとの市場統合に備え、EUの基準に適合していることが必
要となるため、こうした状況を踏まえた対応という意味です。

2026年8月21日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

メ ンタ ーをGX・ DXの専門家と し て育成するのは現実的ではないよう に思います。 メ ンタ ーが課
題を整理し た次の段階と し て繋げるGX・ DXの専門家がいると いう 理解でよろ し いでし ょ う か。

GX・DXの専門家を育成することは意図していません。メンターが企業活動の範囲内でGX・DXへの対応
を支援し、必要に応じて、より高度な知見を有する専門家につなげられるようになることを意図していま
す。

2026年8月21日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

業務内容に4点が箇条書き にさ れていますが、 それぞれの業務の比重は概ね均等を想定し てい
ら っ し ゃ いますか、 または、 特定の活動に比重を置く 想定でし ょ う か。 方向性について可能な
範囲でご教示いただければ幸いです。

4つの業務内容のう ち、 最も 重点的な活動と し て想定し ているのは、 「 日本の中小企業支援の知
見及びGX・ DXに関するメ ンタ ーの能力強化に資する、 メ ンタ ー育成カ リ キュ ラ ムの改訂・ 開発」
です。
一方、 「 既存のメ ンタ リ ングサービスの安定的な提供に資する、 メ ンタ ー開発・ 育成基盤の強化
支援」 については、 こ れまでの協力成果を踏まえたフ ォ ローアッ プ的な支援を想定し ています。
各国のニーズや状況に応じ た対応を行う こ と を前提と し つつ、 投入規模と し ては比較的限定的に
なるこ と を想定し ています。
また、 「 知見共有の促進及びステーク ホルダーネッ ト ワーク の強化を目的と し た地域間連携活動
の実施支援」 については、 各国による自律的・ 主体的な活動の展開を期待し 、 本協力ではそれら
の活動を補完・ 支援する位置付けを想定し ています。

2026年8月6日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

業務内容の3点目に挙げら れている「 統一的なイ ンパク ト 評価システムの導入」 について、 ご教
示く ださ い。 対象国で通例行われているモニタ リ ング活動（ 裨益効果の追跡調査等） の指標や
手法を標準化するこ と を指すでし ょ う か、 それと も I CTツールやプラ ッ ト フ ォ ームの新規導入等
を伴う 内容でし ょ う か。

「 既存のサービス提供体制及びリ ソ ースに基づく 統一的なイ ンパク ト 評価システムの導入」 と
は、 現在、 既に相手国のメ ンタ リ ング活動に対し て実施さ れているモニタ リ ング活動の標準化・
体系化を指すも のです。
本業務において新たなプラ ッ ト フ ォ ームの開発は想定し ておら ず、 既に構築・ 運用さ れているプ
ラ ッ ト フ ォ ームやI CTツールを可能な限り 活用するこ と を前提と し ています。
その上で、 既存のモニタ リ ング・ 評価の仕組みを整理・ 統合し 、 より 効果的かつ一貫性のあるモ
ニタ リ ング・ 評価体制を構築するこ と を目的と し ています。

2026年8月7日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

GX・ DX分野の企業と し てはいわゆる「 中小企業」 に加えて、 スタ ート アッ プも 該当企業に入る
かと 想定し ます。 今回のスコ ープにスタ ート アッ プ支援はどの程度想定さ れていますでし ょ う
か。

企業支援の実施主体によっ て方針は異なり ますが、 地域によっ てはスタ ート アッ プも 支援対象に
含まれます。 具体的な支援内容は、 各企業の診断結果や担当メ ンタ ーの能力等を踏まえて決定さ
れます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

「 日本の企業支援の知見」 について言及があり ますが、 具体的にはどのよう な知見や経験を活
用するこ と を受託者に希望さ れていますでし ょ う か。

本事業のメ ンタ ー制度は、 日本の経営指導員制度を参考に構築さ れています。 そのため、 同制度
に関連する知見や経験を活用するこ と を想定し ています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

「 イ ンパク ト 評価」 システムにおいてはどのよう なイ ンパク ト 評価( 支援企業の実績への効果に
関するイ ンパク ト か、 社会に対する裨益に関するイ ンパク ト か等） 想定はあり ますでし ょ う
か。

「 既存のサービス提供体制およびリ ソ ースに基づく 統一的なイ ンパク ト 評価システムの導入」 と
は、 相手国で既に実施さ れている、 支援企業への効果に関するモニタ リ ング活動を標準化・ 体系
化するこ と を指し ます。 既存のモニタ リ ング活動を基盤と し て、 より 効果的で活用可能性のある
評価制度を構築するこ と を目的と し ています。

2026年8月17日
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2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

対象４ カ 国で調査作業の優先度があれば教えてく ださ い（ 特に優先度はなく 、 ４ か国で似た調
査粒度、 調査ボリ ュ ームを想定さ れているよう でし たら 、 その旨教えてく ださ い）

対象4か国の間に優先順位はあり ません。 ただし 、 こ れまでの制度構築の経緯から 、 セルビアに
は知見や人材が蓄積さ れているため、 こ れら を有効に活用するこ と が、 効率的かつ効果的な活動
につながると 考えています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

「 西バルカ ン地域中小企業メ ンタ ー制度強化」 に係る協力事業（ 2022年1月から 2026年1月ま
で） において、 知識共有を促進するこ と を目的に開発さ れたI CTプラ ッ ト フ ォ ームに関し て、 セ
ルビア以外の3か国においては導入が進まなかっ たも のと 認識し ており ます。 本事業において、
それら の導入再支援はスコ ープに含みますか。

I CTプラ ッ ト フ ォ ームそのも のの導入支援は、 必ずし も 本協力の対象に含まれません。 ただし 、
評価制度の構築等にも 活用でき る可能性があるため、 実際の活動内容に応じ て効果的に活用さ れ
るこ と が望まれます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本事業期間において国内研修（ 招へい） を想定し ますか。 想定する場合、 時期・ 人数・ 期間に
ついて教えてく ださ い。

国内研修、 招へいは現時点で想定し ていません。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

企業から のメ ンタ リ ング申込の受付体制について、 特定の募集期間を定めた公募形式でし ょ う
か。 あるいは年間を通じ た随時受付を想定し ているでし ょ う か。

受付体制は国によっ て異なり ますが、 多く の実施機関では、 募集期間を定めた公募形式（ パブ
リ ッ ク コ ール） を採用し ています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

対象4カ 国における「 企業へのメ ンタ リ ングサービスの周知（ 広報） 手法」 および「 企業から の
申込プロセス」 は、 4カ 国共通の統一さ れた手続き でし ょ う か。 あるいは国ごと に独自の手続き
でし ょ う か。

標準的なプロセスは存在し ますが、 各国の実情に応じ た手続き が採用さ れています。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

企業に対するメ ンタ リ ングサービスの提供自体は、 各国のカ ウンタ ーパート 機関が自組織の予
算および運用体制のも と で自立的に実施でき る仕組み・ 実態と なっ ているのでし ょ う か。

一部の国では、 政情不安等により 予算上の制約が生じ る場合があり ますが、 基本的には、 各国の
実施機関が国内のメ ンタ リ ングサービスを自律的に提供でき る仕組みと なっ ています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

こ れまでのフ ェ ーズにおいて、 メ ンタ ーに対する謝金等をプロジェ ク ト チーム側が負担・ 支給
し た事例はございますでし ょ う か。

前フ ェ ーズでは、 国内企業への支援に際し 、 プロジェ ク ト チームがメ ンタ ーへの謝金を負担し た
実績はあり ません。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

メ ンタ ート レーナーに対する謝金等につき まし ても 、 プロジェ ク ト チームから 支払を行っ た実
績（ または本案件での負担想定） はございますでし ょ う か。

前フ ェ ーズでは、 国内でのメ ンタ ー育成に際し 、 プロジェ ク ト チームがト レーナーへの謝金を負
担し た実績はあり ません。 一方、 国外での活動と し て、 他国のメ ンタ ーを指導するためにト レー
ナーを派遣し た際には、 当該ト レーナーに謝金、 日当・ 宿泊費および交通費を支給し た事例があ
り ます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

他国（ 例： セルビア等） へ渡航し て講義を行う 場合にはJI CAチームから 謝金が支給さ れる一
方、 同一国内での講義では支給対象外と なる運用の差異につき まし て、 本案件において見直
し ・ 解消さ れるご予定または想定はございますでし ょ う か。

現時点では、 当該運用を見直す予定はあり ません。 ただし 、 案件の実施過程において、 各国の
C/P機関と の合意に基づき 、 運用を変更するこ と は可能です。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

過去フ ェ ーズにおいて、 メ ンタ ー総会の開催費用（ 会場費・ 運営費等） について、 プロジェ ク
ト チームより 一部でも 費用負担を行っ た実績・ 対応例はございますでし ょ う か。

前フ ェ ーズにおいても 、 イ ベント の開催経費の一部をプロジェ ク ト チームが負担し た実績があり
ます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本件業務の実施にあたり 、 必要な通訳費用（ 通訳手配枠） は十分な規模で予算確保（ 計上） さ
れるご予定でし ょ う か。

通訳費用については、 十分な規模を確保する予定です。 ただし 、 C/P機関と のコ ミ ュ ニケーショ
ンは基本的に英語で支障がないため、 通訳は必要に応じ て限定的に活用するこ と を想定し ていま
す。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

研修参加者に対する支援と し て、 交通費のほか「 日当」 等についても JI CA業務実施チームから
支給さ れていた（ または支給対象と なる） 実績・ 想定はございますでし ょ う か。

前フ ェ ーズでは、 研修参加者への日当の支給実績はあり ません。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

C/P機関職員の出張に伴う 経費（ 交通費、 日当、 宿泊費等） について、 プロジェ ク ト チームから
の資金的支援（ 直接負担等） を行っ ていた実績（ あるいは本案件での適用可否） はございます
でし ょ う か。

前フ ェ ーズでは、 C/P機関職員の出張経費を一部負担し た事例があり ます。 一方、 本フ ェ ーズで
は、 現時点でC/P機関職員の旅費を負担するこ と は想定し ていません。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカ ン諸国における中小
企業向けメ ンタ ーサービス強化・ 拡大

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

C/P機関の上位オフ ィ サー（ 幹部等） が各種イ ベント 等でスピーチを行う 際、 JI CA業務実施チー
ムから 謝金等を支払う 必要性、 または過去の支払い実績はございまし たでし ょ う か。

海外で開催さ れたイ ベント について、 JI CAから の登壇依頼に基づき 、 各種経費や謝金を支払っ た
事例があり ます。 具体的な対応については、 イ ベント の内容や事業と の関連性等を踏まえ、 個別
に判断し ます。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

質問1-1（パイロット島の選定プロセス）： パイロット住民島は、公示または契約時点で既に
貴機構側で特定・選定されている（または選定基準が確定している）のでしょうか。あるい
は、業務開始後にコンサルタントが現地調査等を通じて提案・選定するプロセスとなるでしょ
うか。

8月19日のプレ公示案件への質問回答をご確認いただけますと幸いです。
https://www.jica.go.jp/about/announce/program/detail/__icsFiles/afieldfile/2026/08/19/QA.pdf

2026年8月24日

2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

質問1-2（パイロット島の選定規模およびクライテリア）： 対象となるパイロット住民島の数
や特性（例：すでに観光客急増により環境・インフラ負荷が極めて深刻な島と、これから開発
が進む発展初期段階の島の双方を含むか等）について、現時点で想定されている方針や要件が
あればご教示ください。

パイロット住民島は住民島から原則2から3島を選定することを想定していますが、効率的な実施
や効果的なガイドライン策定に資するようなら、環礁単位での実施も提案可能です。
特性については8月19日のプレ公示案件への質問回答をご参照いただきつつ、公示の企画競争説
明書を確認のうえ、ご提案いただけますと幸いです。
https://www.jica.go.jp/about/announce/program/detail/__icsFiles/afieldfile/2026/08/19/
QA.pdf

2026年8月24日
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2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

質問1-3（地方行政「島評議会」への能力強化範囲）： 島レベルの土地利用計画（LUP）の策定義務化
が進められているものの、小規模な島評議会（Island Council）には専門職員がおらず、計画策定や規
制執行の遅れが深刻化しています。本業務における能力強化（キャパシティ・ディベロップメント）の対
象として、これら島評議会の実務スタッフも直接的な指導対象に含まれると認識してよろしいでしょう
か。

ご認識の通りです。
詳細は公示の企画競争説明書をご確認いただけますと幸いです。

2026年8月24日

2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

質問1-4 世界銀行（WB）やアジア開発銀行（ADB）など他ドナーが一部実施している島内廃棄物管理セ
ンター（IWMC）支援等のインフラ関連事業との連携・役割分担についてはどのように想定されています
でしょうか。

他の開発援助機関・開発金融機関との連携は現時点で想定しておりませんが、効果的なガイドラ
イン策定において他機関との連携が有益と見込まれるようでしたら、その旨、ご提案いただくこ
とは可能です。
なお、業務開始後に調査及び実施機関と協議の上、パイロット住民島・環礁を最終決定すること
になりますので、他機関との連携内容や役割分担はその際に最終調整されることになります。

2026年8月24日

2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

質問1-5 本件は「 技術協力個別案件」 と のこ と ですが、 貴機構で本件後の出口戦略を何か想定
さ れていますか。 差し 支えない範囲でご回答いただけると 幸いです。

現時点では特に想定はございません。 2026年8月24日

2026年9月2日 26a00530000000 モルディ ブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本件業務において対象と なるパイ ロッ ト 環礁や住民島が決まっ ている（ または、 候補と なっ て
いる環礁や住民島がある） よう でし たら 、 ご教示いただけますでし ょ う か。

事前調査の結果、 Goi dhoo環礁及びGoi dhoo島は過去にUSAI D事業も 実施さ れており 、 有力な候補
先と 考えていますが、 策定するガイ ド ラ イ ンの質を確保する観点から 、 他の環礁や住民島を選定
するこ と も 可能です。
サステナビリ ティ 、 ゲスト ハウス解禁によるイ ンパク ト 等の情報収集が可能であるこ と なども 含
め、 対象と する環礁・ 住民島の選定方法や基準も ご記載お願いし ます。
詳細は公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。

（ 本事業では、 住民島におけるゲスト ハウス設置解禁を背景と し て、 部分的にはオーバーツーリ
ズムも 懸念さ れる住民島を対象と し た規制の一環と し て「 住民島における持続可能な観光開発ガ
イ ド ラ イ ン」 の策定を行います。 同ガイ ド ラ イ ンは、 パイ ロッ ト 住民島における観光地管理の施
行に基づき 策定する想定です。 ）

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ アフ リ カ 地域について特定の対象国、 対象エリ アは設定さ れていますでし ょ う か
アフ リ カ 地域から の研修生について、 ナイ ジェ リ ア、 ルワンダ、 ガーナ、 南スーダン、 ジブチ、
シエラ レオネ、 マラ ウイ 、 エスワティ ニ、 スーダン、 モザンビーク を計画し ており ます。

2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ 国内研修の実施エリ アは指定があり ますでし ょ う か
モンゴル、 アフ リ カ と も に関東エリ アでの研修を想定し ていますが、 今後の相手国と の調整状況
によっ ては変更と なる場合があり ます。

2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ 洪水以外の災害種は対象と し ないと いう 認識でよろ し いでし ょ う か 対象の災害については洪水を考えており ます。 2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ
対象と なる国々（ モンゴル・ アフ リ カ 地域） は、 乾燥地帯を含み、 東南アジア諸国など洪水被
害の頻発国と の比較で必ずし も その深刻さ は顕著ではないと 思われますが、 こ れら を対象国と
し た主旨と 意図をご教示く ださ い。

・ モンゴル国では、 気候変動の影響により 雪解け水や夏季の集中豪雨に起因する洪水の発生頻度
が増加し ており 、 特に首都ウラ ンバート ル市では住宅・ イ ンフ ラ への被害が深刻化し ており ま
す。 2023年7月には連続的な豪雨により 市内26地点で浸水が発生し 、 住宅199棟を含む702件のイ
ンフ ラ 施設が被害を受けるなど、 都市機能にも 大き な影響が及んでいる状況です（ I FRC,  2023,
DREF Fi nal  Repor t  ( MDRMN019)  。

・ サブサハラ ・ アフ リ カ における洪水被害は、 近年拡大傾向を示し ており ます。 国連人道問題調
整事務所（ UNOCHA） は洪水被害の拡大について、 西・ 中央アフ リ カ では2024年だけで約750万人
が洪水の影響を受け、 少なく と も 1500名以上の死者、 170万人が国内避難民と なり 、 さ ら に住宅
被害は64万棟以上に及び、 学校1277校、 医療施設221カ 所が影響を受けるなど、 社会基盤全体に
深刻な打撃が生じ ていると 報告さ れています。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ アフ リ カ 地域から 参加予定の国名を教えていただけないでし ょ う か。
アフ リ カ 地域から の研修生について、 ナイ ジェ リ ア、 ルワンダ、 ガーナ、 南スーダン、 ジブチ、
シエラ レオネ、 マラ ウイ 、 エスワティ ニ、 スーダン、 モザンビーク を計画し ており ます。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ
本調達案件で、 ガイ ド ラ イ ンは「 研修委託契約における経理処理・ 契約管理ガイ ド ラ イ ン」 と
「 コ ンサルタ ント 等契約における研修・ 招へい実施ガイ ド ラ イ ン」 のどちら が適用さ れる予定
でし ょ う か？双方と いう 場合には、 優先適用やその範囲についてご教示く ださ い。

業務内容を考慮し 、 「 コ ンサルタ ント 等契約における研修・ 招へい実施ガイ ド ラ イ ン」 を適用す
る予定です。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ
「 本業務は、 コ ンサルタ ント 等契約（ 国内業務） と なる。 」 と のこ と で、 現地渡航は予定さ れ
ていないと の理解で正し いでし ょ う か？

受注者の現地渡航は予定し ており ませんが、 web会議等による相手国と の遠隔協議が想定さ れる
ため「 コ ンサルタ ント 等契約」 に変更予定です。 2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（ モンゴル、 アフ リ カ ） 洪水防
災分野国別研修運営実施業務（ 国内業
務） （ 一般競争入札（ 総合評価落札方
式‐ ラ ンプサム型） ）

地球環境部防災グループ
（ 上と 関連し て） 来日候補者の人選と 来日日程に係るC/P機関と の協議・ 調整は、 国別研修と い
う こ と で受注者が行う こ と になるのでし ょ う か。 それと も 課題別研修に準じ て、 JI CA国内機
関、 在外拠点による対応と なり ますでし ょ う か。

来日者の人選については受注者、 来日日程に関し ても 受注者が調整をする想定です。 来日日程及
び研修内容については初年度の実施結果を見て見直すこ と も 想定し ています。

2026年8月17日
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2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

2026年7月に貴部で実施さ れた現地調査の概要について、 差支えのない範囲でご教示く ださ い。

現地でADI Nや保健局、 教育局、 廃棄物管理部局、 等の関係部局と の協議を行いまし た。 結果、 保
健医療、 教育、 水供給、 などの基礎サービスの拡充が重要であり 、 特に人口流入が続く 地域で
は、 公共イ ンフ ラ ・ サービスへのアク セス改善が、 I DPsと ホスト コ ミ ュ ニティ 双方の安定し た生
活再建に不可欠と なっ ているこ と が確認さ れまし た。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

特記仕様書（ 案） では、 「 2026年7月にJI CAアフ リ カ 部が現地で確認し たと こ ろ 、 JI CAが支援可
能と 想定さ れる中長期的な無償資金協力案件は、 保健分野、 教育分野、 水資源分野と 概ね確認
さ れている」 と 記載さ れています。

一方、 2024年に実施さ れた基礎情報収集・ 確認調査では、 生活向上や若者・ 女性支援なども 支
援候補分野と し て整理さ れていたと 理解し ています。 今回、 支援候補分野が保健、 教育、 水資
源の3分野に絞り 込まれた理由や、 その検討経緯についてご教示く ださ い。  また、 こ の絞り 込
みは先方政府と の協議結果を踏まえたも のなのか、 あるいはJI CAの支援方針や他ド ナーと の役
割分担等を踏まえた判断によるも のなのかについても 、 ご説明いただけますでし ょ う か。

2024年の基礎調査を踏まえ、 2026年7月にJI CAアフ リ カ 部が現地で関連機関と の協議を行いまし
た。 若者や女性向け支援が無く なっ た訳ではあり ませんが、 無償資金協力の案件と し ての形成に
おいて具体的なも のを検討し た結果、 保健・ 医療、 教育、 水資源分野に焦点を絞り まし た。 今回
の調査においては、 無償資金協力の案件と し て具体性があるも のがあれば調査結果と し て含めて
頂けるこ と を期待し ています。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

特記仕様書（ 案） では、 保健・ 衛生、 教育、 水資源を重点分野と し て位置付けていますが、 総
括に期待さ れる専門性についてご教示く ださ い。

特に、 保健・ 衛生、 教育、 水資源のいずれかの分野における専門性・ 実務経験を重視さ れてい
るのか、 それと も 分野横断的な復興・ 平和構築、 案件形成、 調査マネジメ ント 等の経験をより
重視さ れているのか、 ご教示いただけますでし ょ う か。

モザンビーク ／アフ リ カ 地域における保健・ 医療、 教育、 水資源の専門性及び実務経験を重視し
ます。 平和構築や調査マネジメ ント 経験も 歓迎いたし ます。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

2024年の基礎情報収集・ 確認調査では、 現地調査対象地域と し てペンバ市、 シウレ郡、 メ ク ー
フ ィ 郡、 メ ト ゥ ージェ 郡が選定さ れていまし た。

本調査で想定する「 復興」 の対象地域について、 現時点で優先的に想定し ているカ ーボ・ デル
ガード 州内の郡・ コ ミ ュ ニティ があればご教示く ださ い。 また、 2024年調査対象地域を基本的
に踏襲するこ と を想定さ れているのか、 それと も 治安情勢や帰還民の状況等を踏まえ、 新たな
重点地域を設定するこ と を想定さ れているのかについても ご教示いただけますでし ょ う か。

先の基礎調査、 またアフ リ カ 部の調査を踏まえて、 ペンバ市内で無償資金協力の案件を形成する
こ と を念頭にし ており ます。 先の対象地域を外し たも のではなく 、 あく までも JI CAと し て立ち入
り が出来る地域ででき るこ と 、 またペンバ市外で国際機関等と 連携し て出来るこ と を具体的な案
件と し て出すこ と を目的にし ています。 新たな重点地域を設定するこ と は考えており ません。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

本情報収集確認調査で具体化を進める中長期的な無償資金協力（ 国際機関連携無償を含む）
は、 JI CAが主管するも のを想定さ れていると いう 理解でよろ し いでし ょ う か。

ご理解の通り です。 2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

特記仕様書（ 案） 【 第1回現地調査】 （ ３ ） 中長期的で実施優先度の高い技術協力案件の検討に
関し て、 貴部において想定さ れている候補案件がございますでし ょ う か。 特に一般無償を有力
視さ れている分野があればご教示く ださ い。

一般無償、 国際機関連携無償等のスキームを問わず、 保健・ 医療、 教育、 水資源分野での案件形
成を想定し ています。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

現地調査の時期・ 期間の想定をご教示く ださ い。
意見招請での特記仕様書（ 案） に記載の通り 、 2026年11月中旬～12月中旬の間を想定し ていま
す。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

ペンバ市外における情報収集・ 分析の実施にあたり 、 業務対象国・ 地域の現地法人（ ローカ ル
コ ンサルタ ント 等） への再委託は想定さ れていますでし ょ う か。

ご理解の通り です。 ローカ ルコ ンサルタ ント への再委託が可能です。 2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

本調査では、 国内避難民（ I DP） が居住するコ ミ ュ ニティ やI DPサイ ト も 調査対象と なる可能性
があると 理解し ています。

現時点で、 I DPサイ ト への立入り や現地調査の実施は想定さ れていますでし ょ う か。 また、 実施
に当たっ て必要と なる許認可や安全上の条件があればご教示く ださ い。

現時点で具体的なサイ ト までは特定し ていませんが、 特にペンバ市外のおいてはローカ ルコ ンサ
ルタ ント による調査を想定し ています。 なお、 ペンバ市内においてはChui va地区がI DPsが居住す
る地域と さ れており 、 こ ちら での調査も 想定さ れます。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000

モザンビーク 国北部向け無償・ 技協案
件形成に係る情報収集・ 確認調査（ 一
般競争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ン
プサム型） ） ）

アフ リ カ 部（ 旧） アフ リ カ 第
三課

本調査では、 施設の状況確認に加え、 水質についても 調査・ 評価の対象と し て想定さ れていま
すでし ょ う か。

まずは水源の確認・ 実態調査を水道公社を通じ て行う こ と を想定し ています。 ペンバ市内におい
ては、 水道公社が把握し ている水源が特定さ れていますので、 それら の水質調査も 可能な範囲で
行っ ていただく 想定です。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00627000000

中央アジア地域（広域）2026年度人材
育成奨学計画協力準備調査（一般競争
入札（総合評価落札方式ーランプサム
型））

無償資金協力部業務第四課
以前、JICAのHPを確認したところ、2026年度は「東・中央アジア」の4カ国がひとくくりで記載
されており、4カ国セットで公示されるものと想像しておりましたが、プレ公示では中央アジア
3カ国とモンゴルを分けて公示されていた。その背景についてご教示いただけますでしょうか？

中央アジア３ か国と モンゴルを分けた理由と し ては、 調達における競争性の確保や、 各地域・ 案
件の特性に応じ た実施体制の構築を考慮し た結果によるも のです。

2026年8月18日

2026年9月2日 26a00627000000

中央アジア地域（広域）2026年度人材
育成奨学計画協力準備調査（一般競争
入札（総合評価落札方式ーランプサム
型））

無償資金協力部業務第四課
JICAのHPにて、ウクライナとエルサルバドルについても2026年度に準備調査が予定されていま
したが、プレ公示には含まれていませんでした。同国の準備調査の実施の有無について、ご教
示いただけますでしょうか？

今回調査を予定し ている対象国はプレ公示に記載さ れている4か国と なり ます。 2026年8月18日

2026年9月2日 26a00627000000

中央アジア地域（広域）2026年度人材
育成奨学計画協力準備調査（一般競争
入札（総合評価落札方式ーランプサム
型））

無償資金協力部業務第四課
こ れまでJDSを実施し たこ と がない場合、 特に継続案件は経験等の差から 既存機関を上回る点数
を獲得するこ と が難し い状況にあり ますが、 新規機関の参入を促すための特別な措置等があれ
ばお教えいただけないでし ょ う か？

類似業務の経験について確認さ せていただき ますが、 JDS事業に限定し た形ではなく 、 「 留学生
受け入れ事業等の人材育成事業」 の業務経験について幅広く 評価する予定です。
また、 プロポーザルでは類似業務実績より も 、 「 業務の実施方針」 に係るご提案を中心に確認す
るため、 こ れまでJDS事業の実績がない機関から も ご提案いただき たいと 考えており ます。

2026年8月18日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年9月2日 26a00621000000

モンゴル国2026年度人材育成奨学計画
準備調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式ーラ ンプ
サム型） ）

無償資金協力部業務第四課
以前、JICAのHPを確認したところ、2026年度は「東・中央アジア」の4カ国がひとくくりで記載
されており、4カ国セットで公示されるものと想像しておりましたが、プレ公示では中央アジア
3カ国とモンゴルを分けて公示されていた。その背景についてご教示いただけますでしょうか？

中央アジア３ か国と モンゴルを分けた理由と し ては、 調達における競争性の確保や、 各地域・ 案
件の特性に応じ た実施体制の構築を考慮し た結果によるも のです。

2026年8月18日

2026年9月2日 26a00621000000

モンゴル国2026年度人材育成奨学計画
準備調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式ーラ ンプ
サム型） ）

無償資金協力部業務第四課
JICAのHPにて、ウクライナとエルサルバドルについても2026年度に準備調査が予定されていま
したが、プレ公示には含まれていませんでした。同国の準備調査の実施の有無について、ご教
示いただけますでしょうか？

今回調査を予定し ている対象国はプレ公示に記載さ れている4か国と なり ます。 2026年8月18日

2026年9月2日 26a00621000000

モンゴル国2026年度人材育成奨学計画
準備調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式ーラ ンプ
サム型） ）

無償資金協力部業務第四課
こ れまでJDSを実施し たこ と がない場合、 特に継続案件は経験等の差から 既存機関を上回る点数
を獲得するこ と が難し い状況にあり ますが、 新規機関の参入を促すための特別な措置等があれ
ばお教えいただけないでし ょ う か？

類似業務の経験について確認さ せていただき ますが、 JDS事業に限定し た形ではなく 、 「 留学生
受け入れ事業等の人材育成事業」 の業務経験について幅広く 評価する予定です。
また、 プロポーザルでは類似業務実績より も 、 「 業務の実施方針」 に係るご提案を中心に確認す
るため、 こ れまでJDS事業の実績がない機関から も ご提案いただき たいと 考えており ます。

2026年8月18日

2026年9月2日
26a00627000000
26a00621000000

中央アジア地域（広域）2026年度人材育成奨
学計画協力準備調査（一般競争入札（総合評
価落札方式ーランプサム型））
モンゴル国2026年度人材育成奨学計画準備調
査（一般競争入札（総合評価落札方式ーラン
プ
サム型））

無償資金協力部業務第四課
人材育成奨学計画（ JDS） の「 概要・ 無償資金協力事業本体における業務」 および「 2026年度協
力準備調査業務」 に係る説明会資料

2026年08月05日　【人材育成奨学計画（JDS）の「概要・無償資金協力事業本体における業務」および
「2026年度協力準備調査業務」に係る説明】　の質問回答欄に掲載しました。
https://www.jica.go.jp/about/announce/program/detail/__icsFiles/afieldfile/2026/08/26/JDSsetsumeik
ai_1.pdf

2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタ ン国理工系高度人材育成
事業準備調査（ QCBS－ラ ンプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

円借款の形成案件と し ては、 過去の類似案件と 比べて全体的にMMが少ないよう に感じ るのです
が、 こ のMMの設定理由について可能な範囲でご教示いただけますと 幸いです。

本業務の人月は、 想定さ れる調査範囲及び業務内容を踏まえ設定し ています。     2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタ ン国理工系高度人材育成
事業準備調査（ QCBS－ラ ンプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

現地カ ウンタ ーパート の想定があり まし たら ご教示いただけますと 幸いです。
高等教育・ 科学・ イ ノ ベーショ ン省（ MOHESI ） が主たるカ ウンタ ーパート と なり ます。 本体事業
の運営にあたっ ては、 各参加大学や経済財務省（ MEF） 、 投資産業貿易省（ MI I T） 等の代表者が
運営委員会の一員と なるこ と を想定し ています。    

2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタ ン国理工系高度人材育成
事業準備調査（ QCBS－ラ ンプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

約12人月の内訳について、 どのよう な担当分野構成になっ ていますでし ょ う か。
人月総量は提示し ていますが、 担当分野別の内訳は指定し ていません。 業務内容を踏まえ、 必要
な団員構成をプロポーザルにてご提案く ださ い。  

2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタン国理工系高度人材育成
事業準備調査（QCBS－ランプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

渡航は何次を想定しているか、12人月のうち現地何人月・国内何人月になる想定でしょうか。
現時点では渡航回数の目安は示しておりますが、現地人月・国内人月の内訳は指定していませ
ん。調査計画に応じてご提案ください。  

2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタン国理工系高度人材育成
事業準備調査（QCBS－ランプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

選定方法における技術評価点と価格評価点の配分をご教示いただけますと幸いです。 技術評価点及び価格評価点の配分は公示資料をご確認下さい。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタン国理工系高度人材育成
事業準備調査（QCBS－ランプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

準備調査に関わっても本体CSは受注できるが、機材・工事の供給からは排除されるという理解
で合っていますでしょうか。

回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタン国理工系高度人材育成
事業準備調査（QCBS－ランプサム型）

東・ 中央アジア部中央アジ
ア・ コ ーカ サス課

環境社会配慮のカテゴリは、現時点でどのように想定されていますでしょうか。 環境社会配慮カテゴリは「C」となることが想定されます。   2026年8月25日

2026年9月9日 26a00615000000

ケニア国トゥルカナ郡カクマ市及び周辺地
域の衛生サービスに係る情報収集・確認
調査（一般競争入 札(総合評価落札方式
－ ランプサム型）））

ガバナンス・ 平和構築部平和
構築室

「 民間連携あるいは難民及びホスト コ ミ ュ ニティ を対象と し た開発協力の経験を有するこ と が
望まし い。 」 と あり ますが、 民間連携については、 どのよう な分野、 技術の活用を想定さ れて
いますでし ょ う か。

ご案内の通り 、 調査自体は衛生分野を中心と し て、 FSM（ 汚水・ 汚泥管理） 、 オンサイ ト 衛生設
備、 衛生サービス運営に関するも のであり 、 こ れら 衛生サービスに係る公共事業に係る官民連携
のご経験を想定し ており ます。

2026年8月21日

2026年9月9日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【業務内容】②農業金融・金融教育支援で、直接的なアプローチを想定されている対象をご教示くださ
い。

「②農業金融・金融教育支援能力」の対象は「国産米サプライチェーン関係者」となります。サプライ
チェーン関係者としては、流通・販売業者、精米業者、生産者、農業機械サービスプロバイダー、金融機
関を想定しています。

2026年8月24日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（広域）ケニア国、マラウイ国
におけるNature-based Solutionsを通
じた気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査(一般競
争入 札(総合評価落札方式－ ランプサ
ム型）)

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

ケニアでのGCF案件形成に向けて、 現時点で想定し ている AE候補はどの機関でし ょ う か？ 回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（広域）ケニア国、マラウイ国
におけるNature-based Solutionsを通
じた気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査(一般競
争入 札(総合評価落札方式－ ランプサ
ム型）)

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

本調査で求める専門性にある「 環境再生型農業」 と は、 具体的にどのよう なも のを想定さ れて
るのでし ょ う か？

回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（広域）ケニア国、マラウイ国
におけるNature-based Solutionsを通
じた気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査(一般競
争入 札(総合評価落札方式－ ランプサ
ム型）)

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

マラ ウイ での調査において、 現時点で想定さ れている重点分野（ 流域管理、 森林景観回復、 地
方行政・ コ ミ ュ ニティ 能力強化、 森林モニタ リ ング等） はございますでし ょ う か？

回答準備中です。 2026年8月25日
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2026年9月9日 26a0066100000

全世界（ 広域） ケニア国、 マラ ウイ 国
におけるNatur e-based Sol ut i onsを通
じ た気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査( 一般競
争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ンプサ
ム型） )

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

ケニアの過去のJICA協力アセット活用の考え方について、貴機構がが長年支援してきた協力ア
セットを基盤としたスケールアップを目指すのか、または、は全く新規のNbS技術等を活用した
新規案件の提案を求めるか。もしくはその両方を想定でしょうか？

回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（ 広域） ケニア国、 マラ ウイ 国
におけるNatur e-based Sol ut i onsを通
じ た気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査( 一般競
争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ンプサ
ム型） )

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

本業務において業務管理Gの適用を想定し ておら れますか？ 回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（ 広域） ケニア国、 マラ ウイ 国
におけるNatur e-based Sol ut i onsを通
じ た気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査( 一般競
争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ンプサ
ム型） )

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

社会経済調査、 環境社会配慮調査は再委託を予定さ れているでし ょ う か？
回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（ 広域） ケニア国、 マラ ウイ 国
におけるNatur e-based Sol ut i onsを通
じ た気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査( 一般競
争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ンプサ
ム型） )

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

調査対象地域： ケニア政府やJI CA側で、 すでに特定のカ ウンティ の目星があり ますか？また、
マラ ウイ では「 シレ川中流域（ ブラ ンタ イ ア、 バラ カ 、 ムワンザ、 ネノ 県など） 」 に限定さ れ
ますでし ょ う か？

回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月9日 26a0066100000

全世界（ 広域） ケニア国、 マラ ウイ 国
におけるNatur e-based Sol ut i onsを通
じ た気候変動適
応策にかかる情報収集確認調査( 一般競
争入 札( 総合評価落札方式－ ラ ンプサ
ム型） )

地球環境部森林・ 自然環境保
全グ ループ

本調査に係る特定のカ ウンタ パート が想定さ れていればご教示く ださ い。 回答準備中です。 2026年8月25日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【目的】に記載されている「事業成果の定着」とは、PRORIL、PRORIL2での成果でしょうか？ ご理解の通りです。 2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【業務内容】④事業成果の持続可、制度化支援、について、ADERIZがPRORILの成果を横展開するた
め、他ドナーとの調整を果たすためのファシリテーターとなるところまでの支援を想定されていますで
しょうか？

成果定着・持続性の強化に向けた活動として、他ドナーによるプロジェクトとの連携促進を想定しており
ます。調整主体はADERIZですが、側面支援を業務に含める想定です。成果定着のためにADERIZがど
のような役割を果たすべきか、という点も含めご提案いただければと考えております。活動内容詳細に
ついては公示時の公開情報をご確認ください。

2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【業務内容】前プロジェクトで重要視されていた農業機械化に関する支援はすでにADERIZや民間セク
ターの自立的な定常活動へと完全移行したとしてスコープ外と考えて宜しいでしょうか？

収穫後処理技術及び品質改善の活動の中で、前フェーズの農業機械化に関するフォローアップを含め
ることを想定しています。

2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【業務従事者の専門性】本案件では「金融（農業金融であるとなおよい）」の専門性を求めます。と特記
されていることから、本件は農業金融を特化した業務を想定されているのでしょうか？他に特に重視さ
れている分野がありますでしょうか？

ご理解の通りです。各活動に必要な専門性をご提案いただく想定ですが、金融分野については特に重
視します。その他、国産米サプライチェーン関係者の事業運営能力強化及び連携促進にかかる活動を
予定しているため、ビジネス開発（BDS）を担える人材も重視する想定です。

2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

3年間で【人月合計】約35人月とのことですが、前プロジェクトの230人月／5年に比べると限定的です
が、本業務で求められるのは、CPへのアドバイザリーとの理解で宜しいでしょうか？

CPへのアドバイザリーに加え、上述の国産米サプライチェーンの関係者に対する直接的な関与も想定さ
れます。

2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コ ート ジボワール国持続可能なサプラ
イ チェ ーンを通じ た国産米振興プロ
ジェ ク ト （ PRORI L-CAD）

経済開発部農業・ 農村開発第
二グループ

【国際約束（R／D）締結状況】未了（8月中締結予定）となっていますが、9月16日の公示予定が変更と
なる可能性に係る現時点での見通しをご教示ください。

RDにつき、2026年8月に署名されました。現在のところ、9月16日の公示を予定しております。 2026年8月24日

2026年9月16日 26a00649000000
コートジボワール国持続可能なサプラ
イチェーンを通じた国産米振興プロ
ジェクト（PRORIL-CAD）

経済開発部農業・農村開発第
二グループ

業務管理グループ（若手加点）は対象でしょうか？ 対象となります。 2026年8月24日

2026年9月16日 26a00652000000
アフリカ地域（広域）ABEイニシアティ
ブ付加的プログラム効果測定にかかる
調査（プロジェクト研究）

アフリカ部計画・ＴＩＣＡＤ
推進課

現地渡航による調査は想定されていますでしょうか。想定されている場合、対象国、回数、時
期、日数についてご教示ください。

現地渡航は想定し ていません。 2026年8月24日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド
バイ ザー

人間開発部基礎教育グループ
活動内容と し て、 「 中西部アフ リ カ 地域（ ギニア等） を含む広域的なみんなの学校アプローチ
の展開」 と あり ますが、 ギニアの他、 具体的な対象国が想定さ れているよう でし たら ご教示い
ただけますか。

現時点ではギニアの他に具体的な対象国の想定はあり ません。 契約締結後に対象国が増える可能
性はあり ますが、 その際は受注者様と 契約変更も 含めご相談さ せて頂き ます。

2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド
バイ ザー

人間開発部基礎教育グループ 業務管理グループの想定はあり ますか 設置は可能です。 2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド
バイ ザー

人間開発部基礎教育グループ 業務地の想定はあり ますか。
日本国内、 及び、 セネガルを想定し ています。 ただし 、 マリ 国への派遣が可能と なっ た場合は、
現地渡航を行います。 その場合は、 契約変更で対応し ます。

2026年7月30日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド
バイ ザー

人間開発部基礎教育グループ 多機関連携は新規の連携先も 検討するのでし ょ う か。
新規も 含め、 将来的な連携に向けて、 情報整理、 関係者調整、 技術的な提言等の活動を想定し て
います。

2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド
バイ ザー

人間開発部基礎教育グループ
「 中西部アフ リ カ 地域（ ギニア等） を含む広域的なアプローチの展開」 についてはどのよう な
活動を行っ ていく イ メ ージか。

例えば、 ギニア関係者がコ ミ ュ ニティ 協働型学校運営改善を行っ ていく にあたり 、 必要な技術的
な助言を与える等の活動を想定し ています。

2026年7月30日
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